
証券コード 5337

2025年３月12日

（電子提供措置の開始日2025年３月５日）

株 主 各 位
兵庫県南あわじ市北阿万伊賀野1290番地

代表取締役会長 加 藤 友 彦

第197回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第197回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに電子提供措置事項（議決権行使書面を除く）を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.danto.co.jp/ir/決算情報/

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ

サイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サー

ビス）にアクセスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情

報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／

株主総会資料」欄よりご覧くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、2025年３月26日（水曜日）午後５時

45分までに到着するよう折り返しお送りくださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2025年３月27日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）

2. 場 所 兵庫県南あわじ市北阿万伊賀野1290番地 当社本店

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第197期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第197期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役８名選任の件

第２号議案 監査役１名選任の件

4. その他本招集ご通知に関する事項

【議決権の行使等についてのご案内】

交付書面から一部記載を省略している事項

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に

基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載してお

りません。従いまして、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象書類の

一部であります。

ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない

場合は、賛成の表示があったものとして取り扱います。

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎ 当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載

させていただきます。

◎ その他、株主様へのご案内事項につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト

(https://www.danto.co.jp/)に掲載させていただきます。当社ウェブサイトより適宜最新

情報をご確認下さいますようお願い申し上げます。
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事 業 報 告
(2024年１月１日から2024年12月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等による経済
活動の活発化や好調なインバウンド需要を背景に緩やかな回復基調で推移いた
しました。一方で、物価の上昇による個人消費や企業への影響は今後も継続す
るものと考えられ、不安定な国際情勢や世界的なエネルギー・原材料価格の高
騰や急激な為替変動等、国内経済に与える影響については、先行き不透明な状
況が続いております。
このような環境下、当社グループは、タイル事業につきましては、引き続き

高付加価値商品の拡販に努め、WEB・SNS等によるプロモーションの強化、施
主・設計事務所等に対する川上営業活動を充実させて参りました。しかしなが
ら、建設業界において建築資材や人件費の高騰等が建設予算に大きく影響し、
タイルの施工面積が当初の設計段階より減少する傾向にあり、廉価品や他部材
への変更等の影響を受けましたが、売上高はほぼ前連結会計年度並みの結果と
なりました。また、依然として続く運賃やエネルギー資源の高騰、急激な円安
は、製造コストや建築物の建設費にも大きく影響を及ぼし、今後も厳しい環境
が続くものと予想され、今後のタイル販売数量の大幅な増加は期待できず、い
かに高付加価値品や高利益品を商品開発して拡販していくかが重要と考えてお
ります。そのため前連結会計年度より国内外の著名なデザイナーとのコラボレ
ーションによる新製品開発をはじめ、2024年４月にはイタリア・ミラノデザイ
ンウィークへの出展、2024年11月には新事業部を開設し販売を開始する等、新
しいブランド「A.a.Danto（Alternative Artefacts Danto）」の立ち上げと商
品開発を推し進めて参りました。これまでに無い斬新かつ挑戦的なデザインと
高い品質の製品を淡路島工場で開発・製造し、国内外に広く情報発信すること
で需要を開拓し、今後のタイル事業の柱として育てていく方針であります。製
造コストの高騰に対しては、引き続き価格改定を実施することで適正な利益の
確保、営業体制の刷新による拠点の集約や在庫圧縮による倉庫の縮小等のコス
トダウンを実施したことにより、タイル事業のより一層の収益改善に取り組ん
で参ります。当社グループは、本年８月に創業140周年を迎えるに当たり、創
業時の精神に立ち返り、連結子会社東日本ダントータイル株式会社は、2025年
１月１日付で創業時の社名である株式会社淡陶社へ商号を変更いたしました。

― 3 ―

2025年02月26日 19時47分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



不動産事業につきましては、円安を背景とした海外投資家の日本の不動産へ
の投資意欲は旺盛で、これまで同様に安定収益が見込める東京都心のオフィス
や賃貸住宅の取引は堅調に推移しており、インバウンドを背景とした観光業の
回復により、ホテルへの投資需要も高まりました。また、建築費の高騰も継続
しており、開発用地の確保が厳しい状況で不動産売買市場の需給は逼迫してお
り、投資家の日本の不動産投資に積極的な姿勢は、当面継続すると見込まれま
す。このような環境下、当連結会計年度におきましても、受託資産の拡大に努
め、複数の追加のアセットマネジメント業務を受託する一方で、マーケット環
境が堅調なことから欧州の投資家が保有する東京都心のオフィスビルの売却も
実施致しました。また、戦略投資事業として東京都内のホテルの再生事業とそ
の他のアドバイザリー業務を受託いたしましたが、不動産の媒介業務等が伸び
悩み、売上高は前連結会計年度を下回る結果となりました。
また、前連結会計年度より、新規事業として、自己資金によるエクイティ投

資や収益不動産の取得等の事業を開始しましたが、具体的な案件の獲得による
投資実行に向け検討を進め、早期の事業確立を目指して参ります。
連結子会社ダントーテクノロジーズ株式会社において、ワールドワイド・イ

ノベーションテクノロジーの可能性を持つ、日本のベンチャー企業の発掘と育
成、特にその資金面でのサポートを目的としたワールドワイド・イノベーショ
ン事業に取り組んでおり、環境問題となっている難処理廃棄物を処理する水プ
ラズマ発生装置、世界中に無数にある小規模排熱を電気エネルギーに変換する
ことでCO2削減と地球温暖化に貢献する超小型バイナリー発電装置、次世代バ
ッテリー、海水淡水化装置及び水素発生装置の開発等に支援を行いました。今
後もこれらの事業化の実現と他にも有望な技術を持つ企業の発掘と投資を進め
て参ります。なお、当該事業については、連結子会社タッチストーン・キャピ
タル・マネージメント株式会社との協業で推し進めて参ります。

連結子会社ダントーパワー株式会社（旧社名：株式会社日本高分子材料研究
所）において、予てより推し進めていた非常用ＬＰガス発電機事業につきまし
ては、大手通信企業グループ及び大手通信建設会社、大手物流総合商社との販
売代理店契約を締結し、全国規模の販売網の構築に努めました。今後はこれら
の販売網を活用し、従来の発電機に対する優位性をアピールしながら、売上の
拡大を目指して参ります。
新規事業として、発電施設、蓄電施設開発等の将来のエネルギー問題解決に

寄与するため、再生可能エネルギー事業への取り組みを目的とし、2024年７月
４日付で連結子会社ダントーソーラー株式会社を設立いたしました。
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また、2024年４月３日付で連結子会社Danto Investment Management,Inc.の
全株式（所有割合100.0％）を譲渡したことに伴い、Danto Investment
Management,Inc.及び同社が所有する持分法適用関連会社SRE Technologies
Inc.（所有割合20.6％）は、当社の連結の範囲から除外されることとなりまし
た。

当社グループといたしましては、2024年５月15日付で連結子会社であるタッ
チストーン・キャピタル・マネージメント株式会社及びダントーテクノロジー
ズ株式会社におけるエクイティ投資資金及び事業戦略における運転資金の調達
を目的として、第三者割当による新株予約権の発行及びその行使による資金調
達を行う新株予約権の買取契約を締結いたしましたが、2024年９月13日公表の
「第１回新株予約権（行使価額修正条項付）の取得及び消却に関するお知らせ」
のとおり、本買取契約を合意解約し、残存する本新株予約権を取得日である
2024年10月１日において全部を取得し、取得日において消却いたしました。
これらの結果、当連結会計年度の売上高は53億１千５百万円（前年同期55億

５千４百万円）、営業損失９億８千７百万円（前年同期８億６千万円）、経常損
失９億９千１百万円（前年同期９億５千４百万円）、固定資産売却益６億１千
１百万円及び関係会社株式売却益３億１千５百万円等を特別利益に計上したこ
とにより、親会社株主に帰属する当期純利益３千３百万円（前年同期９億５千
５百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。
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企業集団の部門別の売上高は、次のとおりであります。

部 門
前連結会計年度 当連結会計年度 前年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

建 設 用
陶磁器等

内装・外装・床・モザイ
クタイル・関連製品 (タ
イル施工用材料等)

4,674 84.2 4,676 88.0 1 0.0

不 動 産 879 15.8 639 12 △240 △27.4

住 宅 金 融 ― ― ― ― ― ―

計 5,554 100.0 5,315 100.0 △239 △4.3

(2) 設備投資及び資金調達の状況
当連結会計年度において実施した設備投資総額は１億７千７百万円であり、

そのうち主なものは、建設用陶磁器等事業における生産設備であります。

資金調達の状況につきましては、当社連結子会社であるタッチストーン・キ

ャピタル・マネージメント株式会社及びダントーテクノロジーズ株式会社にお

けるエクイティ投資を目的とした資金調達のため新株予約権を発行し、当該新

株予約権の行使による新株式360,600株を発行し、１億７千１百万円の資金を

調達いたしました。

(3) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

(4) 他の会社の譲受けの状況
該当事項はありません。

(5) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務
の承継の状況
該当事項はありません。

(6) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分
の状況
該当事項はありません。
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(7) 対処すべき課題
2025年の日本経済は、雇用状況の改善、インバウンド及び消費需要の増加

等、引き続き緩やかな景気回復が期待される一方で、賃金の上昇や物価の高騰
に伴う企業収益への圧迫、欧米における高金利水準の継続に伴う影響に加え、
今後の米国政権の政策動向等、先行き不透明な状況が予想されます。

建設業界においては、新設住宅着工戸数は減少傾向と予測され、燃料・原材
料等の高騰、資材の不足、建設業界全般の職人不足等に加え、急激な円安、物
流コストの増加等のリスク要因から、タイル事業を取り巻く環境は依然厳しい
状況にあると思われます。このような環境下、さらなる価格体系の見直しを行
いつつ、引き続き指定力向上と高付加価値商品の拡販に取り組み、さらに環境
に配慮した商品開発やSDGsに向けた取り組みを進めると同時にWEB・SNSを活用
した施策によるブランドイメージの向上や当社製品の認知活動を推進し、ま
た、淡路島工場で開発・製造のこれまでに無い斬新かつ挑戦的なデザインと高
い品質の新ブランド「A.a.Danto（Alternative Artefacts Danto）」の販売を
さらに推し進め、国内外に広く情報発信することで販売機会を増やして参りま
す。

不動産事業としましては、日本の不動産投資に積極的な姿勢は、当面継続す
ると見込まれますが、2025年の米国のトランプ政権の発足により世界経済の先
行きの不透明感が増しております。金利上昇リスクや物価上昇によるインフレ
リスクの懸念から、安定収益よりも賃貸収益の上昇が見込めるアセットタイプ
へと投資家のニーズも変化しております。このような環境の中、引き続き既存
のアセットマネジメント事業の運用資産残高の積み上げによる安定的な収益の
確保に努めながら、事業セグメントを拡大するために昨年から新規事業として
着手した不動産ＤＸ事業や収益不動産等への戦略投資事業については、今後の
成長のドライバーとして、新たな収益源として寄与すべく事業化を進めて参り
ます。また、宇都宮工場跡地の開発につきましては、2024年３月に用途地域の
変更と地区計画の都市計画決定を受けて、本格的に開発事業を進めて参りま
す。

連結子会社ダントーテクノロジーズ株式会社におきましては、ワールドワイ
ド・イノベーションテクノロジーの可能性を持つ、日本のベンチャーキャピタ
ルの発掘と育成、特にその資金面でのサポートを目的とした新規事業であるワ
ールドワイド・イノベーションファンド事業に取り組んでおり、当該事業につ
いては、連結子会社タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社と
の協業で引き続き推し進めて参ります。
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連結子会社ダントーパワー株式会社（旧社名：株式会社日本高分子材料研究
所）におきましては、予てより推し進めて参りました非常用ＬＰガス発電機事
業において、大手通信企業グループ及び大手通信建設会社、大手物流総合商社
との販売代理店契約を締結し、全国規模の販売網の構築に努めました。次期は
これらの販売網を活用し、従来の発電機に対する優位性をアピールしながら、
売上の拡大を目指して参ります。

2024年７月４日付で設立いたしました連結子会社ダントーソーラー株式会社
におきましては、新規事業として、発電施設、蓄電施設開発等、将来のエネル
ギー問題解決に寄与するため、再生可能エネルギー事業に取り組んで参りま
す。

(8) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第194期

(2021年度)
第195期

(2022年度)
第196期

(2023年度)

第197期
(当連結会計年度)
(2024年度)

売 上 高（百万円) 5,018 4,644 5,554 5,315

経常損失(△) (百万円) △1,031 △1,082 △954 △991

親会社株主に帰属する当期純利益
又は当期純損失(△) (百万円)

△967 △370 △955 33

１株当たり当期純利益又は当期純損失 (△) △32円61銭 △12円49銭 △29円47銭 1円05銭

総 資 産（百万円) 11,119 11,114 11,959 10,696

純 資 産（百万円) 8,162 8,386 9,284 8,386

１株当たり純資産 263円03銭 270円34銭 253円05銭 233円03銭

(注) 1. １株当たり当期純利益又は当期純損失は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資
産は期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総
数及び期末発行済株式総数は、いずれも自己株式数を控除して算出しております。

2. 第195期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31
日）等を適用しており、第195期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基
準等を適用した後の数値を記載しております。
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(9) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

東日本ダントータイル株式会社 60百万円 100.0 ％ 陶磁器等の製造及び販売並びに工事

Ｄａｎｔｏ ＵＳＡ Ｉｎｃ． 26,554千米ドル 100.0 住宅開発関連

タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社 400

百万円

50.0
不動産アセット・マネ
ジメント及び投資アド
バイザリー

合同会社ＥＬＥＭＵＳ 10
百万円

100.0
建材関連商品の企画、
開発及び販売

ダントーテクノロジーズ株式会社 100

百万円

50.0
ワールドワイド・イノ
ベーションテクノロジ
ー企業の発掘と育成

西日本ダントータイル株式会社 90
百万円

68.6
陶磁器及び建築材料の
販売並びに工事

ダントーパワー株式会社 16
百万円

(50.0)
高分子材料の研究、開
発及び販売

タッチストーン・キャピタル・パートナーズ株式会社 10
百万円

(50.0)
宅地建物取引及び不動
産特定共同事業等

ダントーソーラー株式会社 1
百万円

(20.0)
再生可能エネルギー事
業

(注) 1. 当社の連結子会社は上記９社であります。
2. （ ）内の数字は、間接所有による出資比率であります。
3. ダントーソーラー株式会社は、2024年７月４日に設立しております。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

名 称 住 所
帳簿価額の
合計額

当社の
総資産額

東日本ダントータイル株式会社 東京都中央区日本橋浜町三丁目７番２号 6,015百万円 12,337百万円

(10)主要な事業内容
当社グループ(当社、子会社９社により構成)の事業内容は、タイル関連事業

としては、建設用陶磁器とその関連製品の製造・販売・施工であり、不動産事
業としては、不動産アセット・マネジメント及び投資アドバイザリー業務及び
その他工場用地の一部の有効利用を目的に不動産賃貸も行っております。ま
た、住宅金融事業としては米国で住宅ローンを提供する住宅金融業を行ってお
ります。
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(11)主要な事業所
① 当社の事業所

本 店 兵庫県南あわじ市北阿万伊賀野
大 阪 本 社 ( 支 店 登 記 ) 大 阪 市 北 区 梅 田
東 京 本 社 東 京 都 中 央 区 銀 座

② 子会社の事業所
東日本ダントータイル株式会社 東 京 都 中 央 区 日 本 橋 浜 町
Ｄａｎｔｏ ＵＳＡ Ｉｎｃ． アメリカ合衆国ハワイ州ホノルル
タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社 東 京 都 港 区 赤 坂
合同会社ＥＬＥＭＵＳ 愛 知 県 岡 崎 市 明 大 寺 町
ダントーテクノロジーズ株式会社 東 京 都 中 央 区 銀 座
西日本ダントータイル株式会社 福 岡 県 大 野 城 市 御 笠 川
ダントーパワー株式会社 東 京 都 中 央 区 銀 座
タッチストーン・キャピタル・パートナーズ株式会社 東 京 都 港 区 赤 坂
ダントーソーラー株式会社 東 京 都 中 央 区 銀 座

(12)従業員の状況

従業員数(前連結会計年度末比増減)
名 名

189 (△10)

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。
2. 従業員数には臨時従業員15名（パートタイマー及び嘱託契約の従業員）は含んで
おりません。

(13)主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 残 高
百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250

(14)その他企業集団に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 120,000,000株

(2) 発行済株式の総数 32,056,421株(自己株式1,304,179株を除く)

(3) 株主数 2,974名

(4) 大株主 (上位10名)

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

淡 路 交 通 株 式 会 社 9,530 29.73

株 式 会 社 大 建 エ ン タ ー プ ラ イ ズ 9,367 29.22

ＶＩＮＴＡＧＥ ＣＡＶＥ ＴＯＫＹＯ株式会社 2,774 8.65

ＮＡＴＩＯＮＡＬ ＦＩＮＡＮＣＩＡＬ ＳＥＲＶＩＣＥＳ ＬＬＣ 2,584 8.06

ＴＡＴ ＣＡＰＩＴＡＬ ＦＵＮＤ ＬＬＣ 2,030 6.34

ダ ン ト ー 共 和 会 556 1.74

Ｌ Ｇ Ｔ Ｂ Ａ Ｎ Ｋ Ｌ Ｔ Ｄ 391 1.22

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 198 0.62

北 殿 義 人 100 0.31

ダントーホールディングス従業員持株会 92 0.29

(注) 当社は、自己株式1,304,179株を保有しておりますが、上記大株主から除いておりま
す。また、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2024年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 加 藤 友 彦

淡路交通株式会社 代表取締役社長
東日本ダントータイル株式会社 代表取締役会長
タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社 取締役会長
ダントーテクノロジーズ株式会社 取締役会長

代表取締役社長 前 山 達 史
東日本ダントータイル株式会社 取締役
タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社 取締役
ダントーテクノロジーズ株式会社 取締役

常 務 取 締 役 池 上 平

東日本ダントータイル株式会社 取締役副社長
タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社 監査役
ダントーテクノロジーズ株式会社 取締役
西日本ダントータイル株式会社 監査役

取 締 役 田 中 靖 久
総 務 部 長
ダントーソーラー株式会社 取締役

取 締 役 村 島 雅 弘
村 島 国 際 法 律 事 務 所 代 表
株式会社ブロードエンタープライズ 社外監査役
株式会社イタミアート 社外監査役

常 勤 監 査 役 米 田 幸 代
東日本ダントータイル株式会社 監査役
ダントーテクノロジーズ株式会社 監査役

監 査 役 藤 原 昭 次

監 査 役 西 宏 章

北 斗 税 理 士 法 人 代 表 社 員
株式会社ＭＡＣオフィス 社外監査役
コンピューターマネージメント株式会社 社外取締役
株式会社ナティアス 社外監査役

(注) 1. 田中靖久氏は、2024年３月28日開催の第196回定時株主総会において、取締役に新
たに選任され、就任いたしました。

2. 取締役村島雅弘は、社外取締役であります。
3. 監査役藤原昭次及び監査役西宏章は、社外監査役であります。
4. 監査役米田幸代は、当社総務経理部門及び内部監査室長としての経験を有してお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

5. 取締役村島雅弘は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出ております。

6. 吉田薫氏は、2024年３月28日開催の第196回定時株主総会終結の時をもって、任期
満了により取締役を退任いたしました。

7. 田中貴俊氏は、2024年３月28日開催の第196回定時株主総会終結の時をもって、任
期満了により監査役を退任いたしました。

8. 東日本ダントータイル株式会社は2025年１月１日付で株式会社淡陶社に商号変更
しております。

9. 西日本ダントータイル株式会社は2025年１月１日付でダントータイル株式会社に
商号変更しております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
取締役村島雅弘、監査役米田幸代、監査役藤原昭次及び監査役西宏章は当社

と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結してお
ります。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としており
ます。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行取締役等でない取
締役及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過
失がない時に限られます。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の報酬に係る重要事項を検討するため、2021年２月10日開催
の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議し
ております。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、当

該決定方針と整合することを確認しており、当該決定方針に沿うものであると
判断しております。
１．基本方針

当社は、持続的な企業価値の向上を図るための優秀な人材の確保及び業務
執行の監督機能を強化するために、個々の取締役の報酬の決定に際しては、
各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

取締役の報酬は、固定報酬として基本報酬のみの構成としております。
２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等

を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、貢献度、

在任年数に応じて、他社水準、当社の業績、従業員給与の水準も考慮しなが
ら、総合的に勘案し、株主総会で決議された報酬限度額を上限とし、取締役
会において決議するものとしております。

３．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決
定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

当社は、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の制度は存在しておりません。
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４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個
人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

当社は、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の制度は存在しないため、基本
報酬が個人別の報酬等の額の全部を占めております。

５．取締役の個人別の報酬等の内容について決定する事項
個人別の報酬額については、役位別の報酬額を定め、その算出した報酬額

を社外取締役及び社外監査役出席の取締役会で決定するものとしております。
② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2024年３月28日開催の第196回定時株主総会にお
いて年額200百万円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）と決議され
ております。当該定時株主総会終結時点での取締役の員数は５名（うち社外取
締役１名）であります。
監査役の金銭報酬の額は、2021年４月28日開催の第193回定時株主総会にお

いて年額18百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点での
監査役の員数は４名であります。

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取締役

（うち社外取締役）

41
(1)

41
(1)

― ―
6
(1)

監査役

（うち社外監査役）

11
(4)

11
(4)

― ―
4
(3)

計 53 53 ― ― 10

(注) 1. 上記の取締役の支給人員には、2024年３月28日開催の第196回定時株主総会の終結
の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。

2. 上記の監査役の支給人員には、2024年３月28日開催の第196回定時株主総会の終結
の時をもって退任した監査役１名を含んでおります。
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(4) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

取締役村島雅弘は、村島国際法律事務所の代表、株式会社ブロードエンター
プライズの社外監査役及び株式会社イタミアートの社外監査役を兼務しており
ます。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

監査役西宏章は、北斗税理士法人の代表社員、株式会社ＭＡＣオフィスの社
外監査役、コンピューターマネージメント株式会社の社外取締役及び株式会社
ナティアスの社外監査役を兼務しております。当社と兼職先との間には特別な
関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び社外取締役に

期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 村 島 雅 弘

当事業年度開催の取締役会８回のうち７回に出
席し、弁護士として専門的な知識と高い見識の
観点から必要な発言を行っております。法律の
専門家として、経営から独立した立場で取締役
会の意思決定機能及び監督機能の実効性を強化
するための適切な役割を果たしております。

監 査 役 藤 原 昭 次

当事業年度開催の取締役会８回全てに出席し、
また、当事業年度開催の監査役会９回全てに出
席し、企業経営における豊富な経験と高い見識
の観点から必要な発言を行っております。

監 査 役 西 宏 章

当事業年度開催の取締役会８回全てに出席し、
また、当事業年度開催の監査役会９回全てに出
席し、公認会計士として専門的な知識と高い見
識の観点から必要な発言を行っております。
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4. 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

HLB Meisei有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び当該報酬等について
監査役会が同意した理由

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 31百万円

② 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 36百万円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融

商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておりませんので、上記の金額には金融商
品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。

③ 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報
酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ
で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の条件の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に
おきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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5. 業務の適正を確保する体制
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
当社の役員は、コーポレート・ガバナンスの実践のため、企業理念、行動理

念に従い、ダントーグループにおける企業倫理の遵守及び浸透を率先垂範して
行います。

総務部においてコンプライアンス及びリスク管理して横断的に統括すること
とし、内部監査部署は連携してコンプライアンスの状況を監査し、その内容を
定期的に取締役会及び監査役会に報告いたします。

(2) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

① 当社は、コーポレート・ガバナンスの実践のため、企業理念、行動理念の実
践的運用と徹底を行う体制を構築いたします。

② 当社の役員・使用人は、法令・定款に違反する行為を発見した場合、当社の
規程に従って会社に報告するものといたします。万一、コンプライアンスに関
連する事態が発生した場合には、その内容・対処策が総務部を通じトップマネ
ジメント、取締役会、監査役（会）に報告される体制を構築いたします。

③ 総務部は、コンプライアンス規程の遵守状況を管理・監督し、使用人に対し
て適切な研修体制を構築し、それを通じて使用人に対し周知徹底を図ります。

④ 代表取締役は、内部統制委員会を直轄いたします。内部統制委員会は、代表
取締役の指示に基づき業務執行状況の内部監査を行います。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る情報・文書（電磁的記録を含む）の取扱いは、当
社社内規程に基づき、それぞれの担当職務に従い適切に保存及び管理し、必要
に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行います。

② 前項に係る事務は、当該担当取締役が所管し、検証・見直しの経過、運用・
管理について、定期的に取締役会に報告いたします。

― 17 ―

2025年02月26日 19時47分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、総務部がコンプライアンスを統括いたします。総務部はコンプライ
アンス規程に基づき、法令遵守の徹底並びにリスクマネジメントの推進を図り
ます。

② リスク管理規程を定め、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は総
務部が行い、各部門所管業務に付随するリスク管理は担当部門が行います。

新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに担当部署を定め
ます。

③ 内部統制委員会は、全社のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に
代表取締役及び取締役会に報告し、取締役会において改善策を審議・決定いた
します。

④ 内部統制委員会の監査により、法令定款違反その他の事由に基づき損失の危
険のある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれ
がもたらす損失の程度等について、直ちに総務部及び担当部署に通報される体
制を構築いたします。

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事
項及びその付議基準に該当する事項については、すべて取締役会に付議するこ
とを遵守いたします。

② 取締役会は、取締役会が定める代表取締役及びその他の業務執行を担当する
取締役の職務分掌に基づき、代表取締役及びその他の業務執行を担当する取締
役に業務の執行を行わせます。

③ 日常の業務執行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の
委譲が行われ、各レベルの責任者が業務を遂行することといたします。

④ 月次の業績はITを活用したシステムにより迅速に管理会計としてデータ化
し、業績管理の一環として、目標未達要因の分析、その要因を排除・低減する
改善策を取締役に報告させ、必要に応じて目標を修正いたします。
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(6) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団におけ
る業務の適正を確保するための体制

① 当社グループ内の会社間の取引については、法令、定款、企業会計の基準、
税法その他の社会規範に照らし適切なものでなければなりません。

② 内部統制委員会は、当社グループにおける内部監査を実施または統括し、子
会社等に損失の危険が発生し、内部統制委員長がこれを把握した場合には、直
ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響
等について、当社の取締役会及び担当部署に報告される体制を構築いたしま
す。

③ 監査役が、当社グループの連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を
適正に行えるよう会計監査人及び内部統制委員会との十分な情報交換が行える
体制を構築いたします。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項

現在、監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、必要に応じて内部
統制委員会のスタッフに必要な事項を命令することができます。監査役の職務
を補助すべき使用人の人数等は監査役と協議のうえ決定いたします。

(8) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、監査役より監査
業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役、内部統制委
員長の指揮命令を受けません。

② 監査役の職務を補助すべき使用人の考課・異動等に関しては、予め監査役の
同意を得ることといたします。

③ 監査役の職務を補助すべき使用人は、調査権限・情報収集権限を有し、各部
署への協力を依頼し、必要な会議へ出席することができます。
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(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役へ
の報告に関する体制

① 取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人は、監査役（会）の定め
るところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこと
といたします。

② 前項の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりといたします。
・ 会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事項
・ 毎月の経営状況として重要な事項
・ 内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
・ 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
・ 重大な法令、定款違反
・ 社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け
③ 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保するための体制を構築いたします。

(10)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実があることを発見した
場合には、法令に従い、直ちに監査役に報告いたします。

② 常勤監査役は、重要な会議に出席するとともに、稟議書等業務に関する重要
な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることと
いたします。

③ 監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受け、情報交換など
連携を図ります。

(11)監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針
監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または償還の処理については、監査役の請求
等に従い円滑に行い得る体制といたします。
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(12)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
内部統制システムの運用状況につきましては、基本方針に基づき、各部署に

おいてその適切な運用に努めるとともに、内部統制委員会による整備及び運用
状況のモニタリングを実施し、その内容について監査役に報告しております。
システムの運用上見いだされた問題点等については、重要度に応じて適宜、代
表取締役へ報告する体制をとっており、是正・改善状況並びに再発防止策への
取り組み状況を取締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構
築・運用に努めております。また、業務の適正を確保するための体制の運用に
つきましては、コンプライアンスの遵守、監査役への報告に関する体制強化の
観点から、取締役、監査役及び全ての従業員が情報共有するとともに、重要な
リスクについては、取締役会へ報告し、リスク管理を図っております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2024年12月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

(資産の部) (負債の部)
流 動 資 産 3,779 流 動 負 債 1,066
現 金 及 び 預 金 360 支払手形及び買掛金 524
受取手形、売掛金及び契約資産 926 短 期 借 入 金 250
商 品 及 び 製 品 1,500 リ ー ス 債 務 6
仕 掛 品 127 未 払 金 222
原材料及び貯蔵品 88 未 払 法 人 税 等 22
短 期 貸 付 金 32 そ の 他 41
未 収 入 金 224
そ の 他 519
貸 倒 引 当 金 △0

固 定 資 産 6,916 固 定 負 債 1,243
有形固定資産 2,021 リ ー ス 債 務 8
建 物 及 び 構 築 物 387 繰 延 税 金 負 債 52
機械装置及び運搬具 314 退職給付に係る負債 385
工具器具及び備品 34 預 り 保 証 金 779
土 地 871 資 産 除 去 債 務 17
リ ー ス 資 産 13 負 債 合 計 2,310
建 設 仮 勘 定 399 (純資産の部)

株 主 資 本 6,171
無形固定資産 168 資 本 金 2,171
の れ ん 85 資 本 剰 余 金 531
ソ フ ト ウ ェ ア 67 利 益 剰 余 金 4,691
そ の 他 15 自 己 株 式 △1,222

その他の包括利益累計額 1,298
投資その他の資産 4,727 その他有価証券評価差額金 102
投 資 有 価 証 券 4,296 為替換算調整勘定 1,195
繰 延 税 金 資 産 7 非支配株主持分 915
投 資 不 動 産 252
そ の 他 214
貸 倒 引 当 金 △43 純 資 産 合 計 8,386
資 産 合 計 10,696 負債純資産合計 10,696

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
(2024年１月１日から2024年12月31日まで)

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 5,315
売 上 原 価 3,959

売 上 総 利 益 1,355
販売費及び一般管理費 2,343

営 業 損 失 987
営 業 外 収 益
受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金 49
そ の 他 18 68

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
為 替 差 損 4
持 分 法 投 資 損 失 30
租 税 公 課 13
そ の 他 14 72

経 常 損 失 991
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 611
関 係 会 社 株 式 売 却 益 315
補 助 金 収 入 38
投 資 有 価 証 券 売 却 益 30 996

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 30
固 定 資 産 除 却 損 等 4
そ の 他 1 36
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 31
法人税、住民税及び事業税 30
法 人 税 等 調 整 額 6 36
当 期 純 損 失 67
非支配株主に帰属する当期純損失 101
親会社株主に帰属する当期純利益 33

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
(2024年１月１日から2024年12月31日まで)

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2024年１月１日残高 2,085 445 4,657 △104 7,084 71 1,110 1,181

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 85 85 171 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 33 33 ―

自 己 株 式 の 取 得 △1,117 △1,117 ―

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変 動 額 （純 額)

― 31 85 117

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

85 85 33 △1,117 △912 31 85 117

2024年12月31日残高 2,171 531 4,691 △1,222 6,171 102 1,195 1,298

非支配
株主持分

純資産合計

百万円 百万円

2024年１月１日残高 1,019 9,284

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 171

親会社株主に帰属する当期純利益 33

自 己 株 式 の 取 得 △1,117

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変 動 額 （純 額)

△103 13

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

△103 △898

2024年12月31日残高 915 8,386

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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貸 借 対 照 表
(2024年12月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 1,363 流 動 負 債 3,226

現 金 及 び 預 金 38 短 期 借 入 金 2,138

短 期 貸 付 金 818 未 払 金 1,070

未 収 入 金 732 未 払 法 人 税 等 2

そ の 他 10 預 り 金 8

貸 倒 引 当 金 △237 そ の 他 5

固 定 資 産 10,974 固 定 負 債 115

有形固定資産 846 繰 延 税 金 負 債 60

建 物 73 退職給付引当金 20

構 築 物 0 預 り 保 証 金 17

機 械 及 び 装 置 93 資 産 除 去 債 務 17

車両・工具器具備品 3 負 債 合 計 3,341

土 地 650 (純資産の部)

建 設 仮 勘 定 24 株 主 資 本 8,996

資 本 金 2,171

無形固定資産 47 資本剰余金 535

ソ フ ト ウ ェ ア 45 資 本 準 備 金 535

そ の 他 1 利益剰余金 7,511

利 益 準 備 金 408

投資その他の資産 10,080 その他利益剰余金 7,102

関 係 会 社 株 式 10,056 別 途 積 立 金 12,100

差 入 保 証 金 23 繰越利益剰余金 △4,997

自 己 株 式 △1,222

純資産合計 8,996

資 産 合 計 12,337 負債純資産合計 12,337

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書
(2024年１月１日から2024年12月31日まで)

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 180

売 上 原 価 155

売 上 総 利 益 24

販売費及び一般管理費 446

営 業 損 失 422

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9

為 替 差 益 0

そ の 他 0 9

営 業 外 費 用

支 払 利 息 32

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 52

減 価 償 却 費 0

租 税 公 課 13

そ の 他 5 103

経 常 損 失 515

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 783 783

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 売 却 損 396 396

税 引 前 当 期 純 損 失 127

法人税、住民税及び事業税 2

法 人 税 等 調 整 額 60

当 期 純 損 失 190

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書
(2024年１月１日から2024年12月31日まで)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2024 年 １ 月 １ 日 残 高 2,085 450 450 408 12,100 △4,806 7,702

事業年度中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 85 85 85 ―

当 期 純 損 失 ― △190 △190

自 己 株 式 の 取 得 ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

― ―

事業年度中の変動額合計 85 85 85 ― ― △190 △190

2024 年 12 月 31 日 残 高 2,171 535 535 408 12,100 △4,997 7,511

株 主 資 本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円

2024 年 １ 月 １ 日 残 高 △104 10,133 10,133

事業年度中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 171 171

当 期 純 損 失 △190 △190

自 己 株 式 の 取 得 △1,117 △1,117 △1,117

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

― ―

事業年度中の変動額合計 △1,117 △1,137 △1,137

2024 年 12 月 31 日 残 高 △1,222 8,996 8,996

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年２月26日

ダントーホールディングス株式会社
取締役会 御中

HLB Meisei有限責任監査法人

東京都台東区

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 武 田 剛

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 関 和 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ダントーホールディングス株式会社の2024年１月

１日から2024年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、ダントーホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年２月26日

ダントーホールディングス株式会社
取締役会 御中

HLB Meisei有限責任監査法人

東京都台東区

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 武 田 剛

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 関 和 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ダントーホールディングス株式会社の2024

年１月１日から2024年12月31日までの第197期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2024年１月１日から2024年12月31日までの第197期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各

監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式

会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第

１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の

遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人HLB Meisei有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人HLB Meisei有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年２月28日

ダントーホールディングス株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役 米 田 幸 代 ㊞
社 外 監 査 役 藤 原 昭 次 ㊞
社 外 監 査 役 西 宏 章 ㊞
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役８名選任の件

取締役５名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

また、経営陣の一層の強化を図るため、３名増員し、併せて取締役８名の選任

をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１
加
か

藤
とう

友
とも

彦
ひこ

(1958年９月８日生)

1982年３月 淡路交通株式会社入社

―株

1990年６月 淡路交通株式会社取締役就任

1992年３月 当社取締役就任

2005年３月 当社代表取締役社長就任

2005年６月 淡路交通株式会社

代表取締役社長就任（現）

2019年10月 株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ
（現 株式会社淡陶社）
代表取締役会長就任（現）

2022年３月 当社代表取締役会長兼社長就任

2024年２月 当社代表取締役会長就任（現）

２
前
まえ

山
やま

達
たつ

史
し

(1970年11月12日生)

1992年４月 当社入社

29,797株

2010年４月 当社総務部長

2012年４月 株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ
（現 株式会社淡陶社）
取締役就任（現）

2018年３月 当社取締役就任

2018年８月 タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社

取締役就任（現）

2021年４月 当社常務取締役就任

2022年７月 ダントーテクノロジーズ株式会社
取締役就任（現）

2023年12月 当社代表取締役副社長就任

2024年２月 当社代表取締役社長就任（現）
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

３
田
た

中
なか

靖
やす

久
ひさ

(1973年12月６日生)

2002年８月 当社入社

4,349株
2022年１月 当社総務部長（現）

2024年３月 当社取締役就任（現）

2024年７月 ダントーソーラー株式会社取締役就任（現）

４
村
むら

島
しま

雅
まさ

弘
ひろ

(1969年７月10日生)

2005年10月 弁護士登録

―株

2012年10月 村島国際法律事務所設立・代表就任（現）

2016年３月 当社取締役就任（現）

2020年７月 株式会社ブロードエンタープライズ社外監査役就任（現）

2021年１月 株式会社イタミアート社外監査役就任（現）

５
※

吉
よし

田
だ

薫
かおる

(1962年12月19日生)

1985年４月 当社入社

11,475株

2010年７月 ダントー株式会社市場開発部長

2018年１月 株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ
総合企画室長

2018年３月 株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ
取締役就任

2019年10月 株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ
（現 株式会社淡陶社）
代表取締役社長就任（現）

2020年３月 当社取締役就任

６
※

小
こ

西
にし

智
とも

晴
はる

(1974年９月13日生)

1993年４月 西日本ダントー株式会社入社

28,897株

2012年１月 西日本ダントー株式会社福岡支店長

2014年７月 西日本ダントー株式会社開発部長

2015年３月 西日本ダントー株式会社取締役就任

2020年２月 西日本ダントー株式会社
（現 ダントータイル株式会社）
代表取締役社長就任（現）

７
※

福
ふく

重
しげ

正
まさ

実
み

(1964年11月27日生)

1988年３月 明治生命保険相互会社入社

16,853株

2004年４月 野村不動産株式会社入社

2008年２月 タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社入社

2008年３月 タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社

取締役就任

2023年９月 タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社

代表取締役副社長就任

2024年６月 タッチストーン・キャピタル・パートナーズ株式会社

取締役就任（現）

2024年10月 タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社

代表取締役社長就任（現）
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

８
※

新
あら

井
い

智
さとし

(1962年10月18日生)

1983年３月 株式会社東京ビックジョン入社

1,445株

2018年12月 株式会社イメージワン
代表取締役社長就任

2023年２月 ダントーテクノロジーズ株式会社入社
営業本部長

2023年３月 ダントーテクノロジーズ株式会社
取締役就任

2023年５月 ダントーテクノロジーズ株式会社
常務取締役就任

2024年１月 ダントーテクノロジーズ株式会社
代表取締役社長就任（現）

2024年１月 ダントーパワー株式会社
代表取締役社長就任（現）

2024年７月 ダントーソーラー株式会社
代表取締役社長就任（現）

(注) 1. ※は、新任の取締役候補者であります。
2. 当社は、加藤友彦氏が代表取締役社長を務める淡路交通株式会社及びその子会社との間に

不動産賃貸借の取引があります。他の候補者と当社の間には、特別の利害関係はありませ
ん。

3. 所有する当社株式の数には持株会における持分を含めた実質持株数を記載しております。
4. 村島雅弘氏は、社外取締役候補者であります。また、当社は村島雅弘氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、同氏が取締役に再任さ
れ就任した場合には引き続き独立役員となる予定であります。

5. 当社は、村島雅弘氏との間に会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令で定める最低責任限度額となっております。同氏が再任された場合には、当
該契約を継続する予定であります。

6. 加藤友彦氏を取締役候補者とした理由
加藤友彦氏は、長年経営者として培われた豊富な経験と高い見識を活かし、当社グループ
の経営を統括し、企業経営者としての実績を積み重ねて参り、引き続き取締役として選任
をお願いするものであります。

7. 前山達史氏を取締役候補者とした理由
前山達史氏は、入社以来経理・財務部門に長年携わり、総務部長、子会社の取締役・監査
役を歴任し、当社グループにおいて豊富な経験と実績を積み重ねてきたことを活かし、当
社グループの経営体制の強化及び業務執行を統括するため、取締役として選任をお願いす
るものであります。
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8. 田中靖久氏を取締役候補者とした理由
田中靖久氏は、入社以来経理・財務及び総務・人事部門に長年携わり、総務部長を務め、
豊富な経験と実績を積み重ねてきたことを活かし、当社グループの経営体制の強化及び業
務執行を統括していただくため、取締役として選任をお願いするものであります。

9. 村島雅弘氏を社外取締役候補者とした理由、選任された場合に果たすことが期待される役
割の概要
村島雅弘氏は、弁護士としての専門知識と高い見識を活かし、当社の経営に助言していた
だくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。また、選任された場合、
同氏に期待される役割としましては、法律の専門家として、経営から独立した立場で取締
役会の意思決定機能及び監督機能の実効性の強化であります。

10. 吉田薫氏を取締役候補者とした理由
吉田薫氏は、タイル業界に長年携わり、当社グループにおきましては、株式会社淡陶社の
代表取締役社長を務め、豊富な経験と実績を積み重ねてきたことを活かし、当社グループ
の経営体制を強化するため、取締役として選任をお願いするものであります。また、同氏
は引き続き株式会社淡陶社の代表取締役社長を兼務いたします。

11. 小西智晴氏を取締役候補者とした理由
小西智晴氏は、建材業界に長年携わり、当社グループにおきましては、ダントータイル株
式会社の代表取締役社長を務め、豊富な経験と実績を積み重ねてきたことを活かし、当社
グループの経営体制を強化するため、取締役として選任をお願いするものであります。ま
た、同氏は引き続きダントータイル株式会社の代表取締役社長を兼務いたします。

12. 福重正実氏を取締役候補者とした理由
福重正実氏は、不動産業界に長年携わり、当社グループにおきましては、タッチストー
ン・キャピタル・マネージメント株式会社の代表取締役社長を務め、豊富な経験と実績を
積み重ねてきたことを活かし、当社グループの経営体制を強化するため、取締役として選
任をお願いするものであります。また、同氏は引き続きタッチストーン・キャピタル・マ
ネージメント株式会社の代表取締役社長を兼務いたします。

13. 新井智氏を取締役候補者とした理由
新井智氏は、技術開発、再生エネルギー事業等に長年携わり、当社グループにおきまして
は、ダントーテクノロジーズ株式会社の代表取締役社長を務め、豊富な経験と実績を積み
重ねてきたことを活かし、当社グループの経営体制を強化するため、取締役として選任を
お願いするものであります。また、同氏は引き続きダントーテクノロジーズ株式会社の代
表取締役社長を兼務いたします。

14. 村島雅弘氏の当社社外取締役就任期間は本定時株主総会終結の時をもって９年となります。
15. 村島雅弘氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者または役員ではなく、また、過去10年

間に当社の特定関係事業者の業務執行者または役員であったこともありません。
16. 村島雅弘氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予

定はなく、また、過去２年間に受けていたこともありません。
17. 村島雅弘氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親

等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
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第２号議案 監査役１名選任の件

監査役西宏章氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、監査役１名の選任をお願いするものであります。

監査役候補者は、次のとおりであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

氏
ふ り が な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

西
にし

宏
ひろ

章
あき

(1967年２月２日生)

1993年３月 公認会計士登録

1,133株

1995年５月 税理士登録

2006年７月 北斗税理士法人代表社員（現）

2011年６月 株式会社ＭＡＣオフィス社外監査役就任（現）

2018年６月 コンピューターマネージメント株式会社

社外取締役就任（現）

2021年４月 当社監査役就任（現）

2022年11月 株式会社ナティアス社外監査役就任（現）

(注) 1. 西宏章氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 西宏章氏は、社外監査役候補者であります。
3. 西宏章氏を社外監査役候補者とした理由

西宏章氏は、公認会計士としての専門知識と高い見識を活かし、当社の経営を適切に監査
していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

4. 西宏章氏の当社社外監査役就任期間は本定時株主総会終結の時をもって４年となります。
5. 西宏章氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者または役員ではなく、また、過去10年間

に当社の特定関係事業者の業務執行者または役員であったこともありません。
6. 西宏章氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定

はなく、また、過去２年間に受けていたこともありません。
7. 西宏章氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等

以内の親族その他これに準ずるものではありません。
8. 当社は、西宏章氏との間に会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、法令で定める最低責任限度額となっております。同氏が再任された場合には、当該
契約を継続する予定であります。

以 上
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